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あらまし データセンターネットワークへの要求として、高通信性能に加えて省電力化が求められている。低消費電

力で高通信性能なネットワークを実現するため、我々は、光通信技術と電気技術を融合した光電子融合型パケットルー

タを開発した。光電子融合型パケットルータでは、ルータの電源のオン・オフのみではなく、バッファについても不

要な箇所の電源を落とすことによる低消費電力化が可能である。しかし、バッファ数を削減するとトラヒックを集約

することができず必要なルータ数が増加してしまうなど、必ずしもバッファの電源を落とすことが消費電力削減に繋

るとは限らない。そこで本稿では、光電子融合型パケットルータを用いたネットワークにおいて、遅延の性能要件を

満たした上で、電源を投入する必要があるルータおよびバッファの総消費電力を削減するようにトラヒックの経路を

選択する低消費電力化制御を提案する。簡単な評価の結果、グリッドトポロジのネットワークにおいて、伝搬遅延最

小化を目的とした経路選択法と比較して、本手法が遅延の性能要件を満たした上で消費電力を最大 34 %削減可能な

ことを示した。
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Abstract In data center networks, not only high communication performance but energy saving is important. For high

communication performance and energy saving, we have developed an opt-electronic packet router. In a network with the

opt-electronic packet routers, it is possible to reduce energy consumption by turning off not only the routers themselves but

also their buffers. However, there is a trade-off between reducing the number of necessary routers and reducing the number of

necessary buffers. In this paper, on a data center network with opt-electronic packet routers, we propose a route selection to

reduce total power consumption on necessary routers/buffers and to achieve required performance. Through a simple evalua-

tion, we show that our method reduces at most 34 % energy consumption in a grid topology network by comparing to a route

selection for minimizing propagation delay.
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1 は じ め に

近年、データセンターネットワークへの要求として、高通信

性能に加えて省電力化が求められている [1]。データセンター

内では、複数のサーバが連携して一つの大きなデータの処理を

行っており、サーバ間を結ぶデータセンターネットワークは、

データセンターの処理性能に大きな影響を与える。そのため、

広帯域・低遅延でサーバ間を接続するネットワークが必要とな

る。その一方、ネットワーク機器の消費電力がデータセンター

の消費電力全体に占める割合が大きくなっており、データセン
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ターの消費電力を削減するためにネットワーク低消費電力化も

必須である。

低消費電力・低遅延・広帯域なデータセンターネットワーク

を構築する一つの手法として、光通信技術を有効活用すること

が考えられる。光通信技術を用いることにより、消費電力の小

さい光デバイスにおいて光信号を電気変換することなく直接ス

イッチング可能になり、低消費電力・低遅延な通信が可能にな

る。また、光波長多重通信により電気と比べて広帯域を実現で

きる。光通信技術を用いてデータセンターネットワークを構築

する方法として、光パススイッチを用いる手法 [2]やバッファ

レスな光パケットスイッチを用いる手法 [3]が検討されている。

しかし、パス設定に時間がかかるためトラヒックパタンの変化

が激しい環境への適用が困難である問題や、パケットの衝突を

回避するための制御が必要でありネットワークの大規模化が困

難であるという問題がある。一方、光信号のままバッファリン

グ可能な光パケットスイッチには大容量の光バッファが必要で

あり、ネットワーク機器の実現が難しいという問題がある。

これらの問題を解決するため、我々は、光通信技術と電気技

術を融合した光電子融合型パケットルータを開発している [4]。

光電子融合型パケットルータは、他のルータと接続に用いる光

ポートと、各サーバラック内に設置された電気スイッチとの接

続に用いる電気ポートや電気/光変換器、光/電気変換器、電気

バッファを持つ。光電子融合型パケットルータでは、光パケッ

トを中継する場合、パケットの衝突が発生しない限り、変換器

やバッファを用いずに消費電力の小さい光デバイスのみを用い

てスイッチング処理を行なえる。一方、パケットの衝突が発生

した場合でも、パケットをバッファに一旦保存したのち、再度

転送を試みることが可能であり、パケットの衝突を回避するた

めの制御は不要である。そのため、光電子融合型パケットルー

タを用いることにより、パケットの衝突を回避するための制御

を行なうことなく、光通信技術の利点である低消費電力・低遅

延を実現したデータセンターネットワークの構築が可能である。

これまで、ネットワークの低消費電力化制御として、発生し

たトラヒックの経路を選択する際、必要な機器のみ電源を投入

し、それ以外の機器の電源を落とすことによる低消費電力化が

いくつか提案されている [5–8]。文献 [5]では、IPルータで構

成されたコアネットワークにおいて、トラヒックエンジニアリ

ングにより、必要な IPルータのポート数を削減し、不要な IP

ルータの電源を落とすことで、低消費電力化を実現している。

文献 [6–8]では、IP over WDMにおいて、最適化問題を解くこ

とにより、必要な IP ルータや光/電気変換器等の数を削減し、

低消費電力化を実現している。

光電子融合型パケットルータでは、ルータの電源のオン・オ

フのみではなく、バッファについても不要な箇所の電源を落と

すことによる低消費電力化が可能である。光電子融合型パケッ

トルータでは、光パケットの衝突が発生しないルータの電気

バッファを落とすことが可能であり、バッファの電源を落とし

たとしても光パケットの中継は可能である。そのため、適切に

トラヒックの経路を選択することにより、トラヒック集約によ

る必要なルータ数の削減に加えて、パケットの衝突回避による

必要なバッファ数の削減による消費電力の削減も可能である。

しかし、単純にバッファ数を削減するとトラヒックを集約する

ことができず必要なルータ数が増加してしまうなど、必ずしも

バッファの電源を落とすことが消費電力削減に繋るとは限らな

い。バッファの電源を投入すべきか、それとも落とすべきかは、

バッファの電源を投入したときの消費電力の増加量や発生した

トラヒックパタン、ネットワークに要求される性能により決ま

る。ルータ数の削減とバッファ数の削減を両立させるためには、

必要最低限のバッファのみを用いてトラヒックを集約し、ルー

タ数を削減する必要がある。すなわち、多くのトラヒックで利

用可能なバッファのみ電源を投入することが望ましい。

そこで本稿では、光電子融合型パケットルータを用いたネッ

トワークにおいて、遅延の性能要件を満たした上で消費電力を

削減するため、電源を投入する必要があるルータおよびバッファ

の総消費電力を抑えるようにトラヒック経路を選択する低消費

電力化制御を提案する。本手法では、トラヒックを収容するた

めの経路を決める際に、遅延の性能要件を満たした経路候補か

ら、新たに電源の投入の必要があるルータおよびバッファの総

消費電力が最小の経路を選択する。また、トラヒックを収容す

るためにルータまたはバッファの電源投入が必要な場合に、他

のトラヒックにも使われる可能性が高いルータおよびバッファ

のみ電源を投入する。これにより、性能要件を満たした上で、

消費電力を抑えたトラヒックの収容が可能となる。さらに、本

手法による消費電力削減の効果を明らかにする第一歩として、

グリッドトポロジのネットワークにおける簡単な評価を行なう。

その結果、遅延最小化を目的としたトラヒック経路選択法と比

較して、本手法が遅延の性能要件を満たした上で消費電力を削

減可能なことを示す。

本稿の構成は以下の通りである。2章で本稿で対象とする光

電子融合型パケットルータおよびそれを用いたデータセンター

ネットワークを紹介する。3章において、光電子融合型パケッ

トルータを用いたデータセンターネットワークにおける低消費

電力化制御を提案し、4章で提案手法の有効性を明らかにする。

最後に、5章にて本稿をまとめる。

2 光電子融合型パケットルータを用いたデータ
センターネットワーク

2. 1 光電子融合型パケットルータ

図 1に光電子融合型パケットルータを示す。光電子融合型パ

ケットルータは、光ポートと電気ポートの二種類のポートを持

ち、光ポートは、他の光電子融合型パケットルータとの接続に

用いられ、電気ポートは各サーバラック内に設置された電気ス

イッチとの接続に用いられる。

各サーバラックから電気ポートを介して光電子融合型パケッ

トルータに流入したパケットは、共有電気バッファに蓄えられ

たのち、光パケットに変換された上で送出される。また、光電

子融合型パケットルータに直接接続しているサーバラック宛の

パケットは、光パケットから電気パケットに変換した上で、電

気バッファに蓄えられたのち、宛先サーバラックに送出される。

他の光電子融合型パケットルータから到着した他の光電子融
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図 1 光電子融合型パケットルータ

合型パケットルータ宛の光パケットは、パケット内のラベルに

合わせて転送先ポートが決定され、転送先ポートが空いていれ

ば、電気に変換されることなく、宛先光ポートを介して転送さ

れる。転送先のポートが空いていない場合は、光/電気変換を

行った上で共有バッファに一旦保存したのち、再び電気/光変換

を行った上で転送を試みる。

この光電子融合型パケットルータは以下の利点を持つ。(1)パ

ケットの衝突が発生しない場合は、光/電気変換が不要で、光パ

ケットをそのまま中継が可能であり、低消費電力・低遅延・広

帯域の通信が可能である、(2)パケットの衝突が発生した場合

であっても、電気バッファに一旦保存したのち、再度転送を試

みることが可能であるため、パケットの衝突を避けるような集

中制御は不要であり、大規模なネットワークへの拡張が可能で

ある。

2. 2 光電子融合型パケットルータを用いたデータセンター

ネットワークの構成

光電子融合型パケットルータ間は、低遅延で広帯域の通信が

可能である。そのため、光電子融合型パケットルータは、デー

タセンター内のネットワークのコアに配置し、各光電子融合型

パケットルータが多数のサーバラックからの通信を束ねて転送

するネットワーク構造が適切だと考えられる。その一方、光電

子融合型パケットルータが故障したとしても、サーバラック間

の接続性を確保することができるネットワーク構造が必要とさ

れる。そのため、光電子融合型パケットルータを用いたデータ

センターネットワークの構造としては、図 2に示すように、光

電子融合型パケットルータを複数台相互接続してデータセン

ター内コアネットワークを構築し、各サーバラックからは複数

台の光電子融合型パケットルータに接続するという構成が適切

だと考えられる。

3 光電子融合型パケットルータネットワーク上
の低消費電力化制御

データセンター内の通信需要は時々刻々変化し、発生した通

信を収容するのに必要な機器のみ電源を投入し、それ以外の機

器の電源を落とすことにより、低消費電力化を行うことができ

る。光電子融合型パケットルータでは、バッファの電源を落と

図 2 光電子融合型パケットルータを用いたデータセンターネット

ワーク

したとしても光パケットの中継は可能であり、ルータの電源の

オン・オフのみではなく、バッファについても不要な箇所の電

源を落とすことによる低消費電力化が可能である。

以下の 2つの条件の両方を満たす光電子融合型パケットルー

タは、バッファの電源を落とすことが可能である。(1)サーバ

ラックからの流入トラヒックやサーバラックへの流出トラヒッ

クが存在しないこと。光電子融合型パケットルータでは、サー

バラックからの流入トラヒックやサーバラックへの流出トラ

ヒックは、一度バッファに蓄えられたのちに送出される。その

ため、サーバラックからの流入トラヒックやサーバラックへの

流出トラヒックが存在する光電子融合型パケットルータはバッ

ファの電源を落とすことができない。(2)異なる入力ポートか

ら流入したトラヒックは必ず異なる宛先ポートから出力される

こと。異なる入力ポートから流入したトラヒックが同一の宛先

光ポートを利用する場合は、パケットの衝突が発生する可能性

がある。この場合、パケットロスを防ぐためのバッファが必要

となる。

バッファの電源を落としたとき、バッファの電源を投入した

とき、それぞれの利点欠点は以下の通りである。

• バッファの電源オフ

バッファの電源を落としたことによりルータ単位での消

費電力を抑えることができる。また、キューイング遅延が

存在しないため低遅延でエンド間を接続できる。一方、エ

ンド間で 1波長を占有するなど、資源の利用効率が低く、

多数のルータが必要となる。その結果、大規模なネット

ワーク構成になり、伝搬遅延の増加に繋る。

• バッファの電源オン

リンクを複数のエンド間で共有できるため資源の利用効

率が高く、必要なルータ数を削減でき、消費電力を抑える

ことができる。また、小規模なネットワーク構成になり、

小さい伝搬遅延でエンド間を接続できる。一方、バッファ

の電源を投入したことによりルータ単位の消費電力は増加

し、キューイング遅延の増加も予想される。

このように、必ずしもバッファの電源を落とすことが消費電力

削減に繋るとは限らない。バッファの電源を投入すべきか、そ

れとも落とすべきかは、バッファの電源を投入したときの消費
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電力の増加量や発生したトラヒックパタン、ネットワークに要

求される性能により決まる。

ルータ数の削減とバッファ数の削減を両立させるためには、

必要最低限のバッファのみを用いてトラヒックを集約し、ルー

タ数を削減する必要がある。すなわち、多くのトラヒックで利

用可能なバッファのみ電源を投入することが望ましい。

3. 1 低消費電力なトラヒック経路選択手法

ネットワークの低消費電力化と低遅延化という相反する目的

を両立させるため、以下の 2つの方針によりトラヒックの経路

を選択する。(1)遅延を制約条件以下に抑えるため、リンク負

荷が低くキューイング遅延が小さい経路およびホップ数が短く

伝搬遅延が小さい経路のみを候補とする。(2)消費電力を抑え

るため、経路の候補から追加で電源を投入する必要があるルー

タおよびバッファの総消費電力が最小の経路を選択する。多く

の場合、その経路は他のトラヒックが収容されている経路を再

利用した経路となる。

本手法では、短時間でトラヒックの経路を決めるため、最

適化問題を用いず、物理ネットワーク上のホップ数が短いトラ

ヒックから順に収容先の経路を確定する。その際に、既にトラ

ヒックが収容されている経路を部分的に再利用することにより、

既に電源が投入されているルータおよびバッファを効率的に利

用し、新たに電源を投入するルータおよびバッファの数を抑え

る。また、新たなルータおよびバッファの電源投入が必要な際

には、その後に収容先が決定されるトラヒックにも使われる可

能性の高いルータおよびバッファのみ電源を投入する。

このルータおよびバッファの利用される可能性を調べる指標

として、以下のようにノード nの再利用容易性を定義する。∑
s,d

Ns,n,dλs,d

Ns,d
(1)

ここで、λs,d は s− d間のトラヒック量、Ns,d は s− d間の最

短ホップ経路数、Ns,n,d は s − d 間の最短ホップ経路のうち、

nを経由するものの数である。

各送信元宛先間のトラヒックの経路決定の手順は、以下のよ

うに決定される。

（ 1） 性能要件を満たす送信元・宛先間の経路の候補 P を取

得する

（ 2） 経路の候補 P のうち、新たに電源の投入の必要がある

機器・バッファの総消費電力が最小の候補を選択する

（ 3） 新たに電源の投入の必要がある機器・バッファの総消

費電力が最小の候補が複数ある場合、再利用容易性を計算し、

再利用容易性が最も大きい経路を選択する。

4 性 能 評 価

4. 1 評 価 環 境

本章では、特にネットワークの消費電力が問題となるような、

大規模データセンターを想定した環境における本手法の有効性

を明らかにする。

図 2に示したネットワーク構造において、トラヒックの収容

を試み、その収容に必要な電力を評価した。各パラメータは、大

規模データセンターを想定して設定した。具体的には、10,000

個のサーバ、1個の ToRスイッチに 25個のサーバを接続する

として 400個の ToRスイッチ、1個のルータに 8個の ToRス

イッチを集約し 1個の ToRスイッチを 2個のルータに接続する

として 100台のルータが存在するとする。ルータは 10 × 10の

グリッド上に配置した。各リンクの帯域は 10 Gbit/sとし、波長

数は 8とした。また、一般に電気技術の消費電力が光電子融合

型パケットルータの消費電力の大半を占めることから、消費電

力のモデルとして、各光電子融合型パケットルータのバッファ

の電源を落とした場合の消費電力を 60 W、バッファの電源を

投入した場合の消費電力を 180 Wとした。

本評価では、ToRスイッチに接続された複数サーバからのト

ラヒックを集約し、ToRペア間にトラヒックが発生しているも

のとして扱う。各サーバは、送信元サーバが接続された ToRス

イッチ（送信元 ToR スイッチ）と送信先サーバが接続された

ToRスイッチ（送信先 ToRスイッチ）を介して、他のサーバと

通信をしている。評価を簡単にするため、送信元・送信先 ToR

スイッチが同じトラヒックは、送信元・送信先のサーバを区別

せず、一つのトラヒックとして扱う。

トラヒックパタンとして、ランダムに選ばれた一部の ToRペ

ア間でパレート分布に従う量のトラヒックが発生した状況で評

価を行なった。一般に、ネットワークを流れるトラヒック量を

削減するため、通信頻度の高いサーバは同一サーバラックに格

納されることが多い。そのため、トラヒックを送信・受信する

ToR ペア数は全体の 30 % とした。発生したトラヒック量は、

多数の小さいトラヒックと少数の大きいトラヒックが存在する

と仮定し、パレート分布に従い総トラヒック量が 240 Gbit/sに

なるように正規化した値を用いた。

ネットワークの性能要件として、伝搬遅延を想定し、物理

ホップ数が最も遠い ToRペア間の最小ホップ数の 1.5倍のホッ

プ数以内で全トラヒックを収容することとした。10 × 10のグ

リッド上のネットワークでは、最も遠い ToRペア間の最小ホッ

プ数が 18のため、本評価では 1.5倍の 27ホップとした。

比較対象として、(1) 全機器の電源を投入した場合、(2) 各

サーバラック間の経路として最短ホップ経路を用いて遅延を最

小化し、不要なルータ・バッファの電源のみオフとした場合を

用いた。

以降、断りが無い限り、上記の設定においてトラヒックパタ

ンをランダムに 100通り生成し、提案手法および比較手法を用

いたときの消費電力の平均を求めた。

4. 2 消費電力の削減効果

まず、本手法がデータセンターネットワークにおいて有効に

動作するかを調査する。

図 3(a) に各手法を用いた場合の消費電力およびその内訳

（ルータの消費電力およびバッファの消費電力）を、図 3(b)に

電源が投入されたルータおよびバッファの数を示す。このとき、

ルータの消費電力は、バッファの電源が投入されたことによる

消費電力の増加分は含まない。図 3(a)より、提案手法の消費電

力を考慮したトラヒック経路選択により、データセンターネッ

トワークの消費電力を削減できることがわかる。提案手法を用

— 4 —



 0

 5000

 10000

 15000

 20000

proposal minimum hop all ON

E
ne

rg
y 

[W
]

Method

buffer
router

(a) 消費電力

 0

 20

 40

 60

 80

 100

proposal minimum hop

N
um

be
r 

of
 P

ow
er

-o
n 

N
od

es

Method

buffer
router

(b) 電源が投入されたルータ数およびバッファ数

図 3 消費電力を考慮したトラヒック経路選択による消費電力および電

源が投入されたルータ数・バッファ数

表 1 ToRペア間の平均ホップ数および最大ホップ数

平均ホップ数 最大ホップ数

提案手法 12.77 27

最短ホップ 7.83 18

いることにより、全機器の電源を投入した場合と比べて 44 %

程度、最短ホップ経路を用いて不要な機器の電源を落とした場

合と比べて 34 %程度の消費電力削減が可能である。消費電力が

削減できている理由は、図 3(b)より、トラヒック収容に必要な

ルータおよびバッファの数が共に削減できていることで説明で

きる。特に、最短ホップ経路を用いた場合に必要なバッファ数

とルータ数がほぼ等しいのに対し、提案手法を用いた場合に必

要なバッファ数が必要なルータ数と比較して少ない。提案手法

により光パケットの衝突を回避するようにトラヒック経路が決

定しているため、光パケットの衝突が発生しない中継用のルー

タが多数存在することを示している。その結果、消費電力が大

きいバッファの数を削減でき、大きな消費電力の削減を可能に

している。

次に、表 1に各手法を用いた場合のトラヒックのホップ数を

示す。提案手法はトラヒック収容時に既に電源が投入されてい

るルータやバッファを再利用するために最短ホップ以外の経路
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(b) 提案手法により電源が投入されたルータ数およびバッファ数

図 4 総トラヒック量が消費電力削減効果および電源が投入されたルー

タ数・バッファ数に与える影響

も選択する。そのため、当然の結果であるが、提案手法の方が

ホップ数が大きい。ただし、提案手法を用いた場合であっても、

ネットワークの性能要件（27ホップ）は満たしている。

4. 3 トラヒックパタンの影響

トラヒックパタンにより電源の投入が必要なルータやバッ

ファの数が変化することが予想される。そのため、さまざまな

トラヒックパタンにおける提案手法の有効性を明らかにする。

そこで、総トラヒック量が消費電力削減に与える影響を評価

する。トラヒックパタンの変動により、常に通信頻度の高い・

通信量の大きいサーバを同一サーバラックに格納できるとは

限らない。そのため、サーバがネットワークを介して大きなト

ラヒックの通信している状況を想定した評価を行なう。図 4(a)

に、総トラヒック量を変化させた場合の消費電力の削減効果を

示す。消費電力の削減効果は、全機器の電源を投入した場合と

比較した消費電力を意味する。なお、総トラヒック量によらず、

ネットワークを介して通信している ToRペア数は全体の 30 %

とした。

結果より、総トラヒック量が増加するにつれ、消費電力の削

減効果が低下することが分かる。これは、トラヒック量が増加

したことにより複数のトラヒックを同一経路上に収容すること
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が困難になり、必要なルータ数が増加したことが原因である。

参考として、図 4(b)に、総トラヒック量を変化させたときの電

源を投入されたルータおよびバッファの数を示す。図より、総

トラヒック量が増加するにつれ、必要なルータ数が増加してい

ることが分かる。一方、総トラヒック量が増加したとしても、

バッファ数の増加は抑えられており、提案手法によるバッファ

数削減が有効に働いていることが分かる。

このことから、トラヒック量が増加したとしても消費電力削

減効果を得ることはできるが、より消費電力を抑えるために、

通信頻度の高い・通信量の大きいサーバを同一サーバラックま

たは同一 ToRスイッチ下に格納し、総トラヒック量を抑えるこ

とが望ましいことが分かる。

5 まとめと今後の課題

本稿では、光通信技術と電気技術を融合した光電子融合型パ

ケットルータを用いたデータセンターネットワークにおける低

消費電力化制御を提案した。簡単な評価の結果、グリッドトポ

ロジのネットワークにおいて、提案手法により、不要な機器の

電源を落とさない場合と比較して最大 44 %程度、最短ホップ

経路にトラヒックを収容して不要な機器の電源を落とした場合

と比較して最大 34 %程度消費電力の削減が可能であることを

示した。

今後の課題として、多様なデータセンター環境における提案

手法の有効性を明らかにし、さらに大規模なネットワークにも

適用可能なように手法の改善を行う予定である。
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